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全国 1561005 224813 14.4 353998 22.7
山形県 14698 5660 38.5 6825 46.4
岩手県 17471 6019 34.5 6883 39.4
青森県 17574 5730 3 2 .6 7992 45.5
和歌山県 13505 3983 29.5 4912 36.4
島根県 10652 2969 27.9 4575 42.9
・ ・ ・ ・ ・ ・
埼玉県 62108 4360 7.0 6972 11.2
大分県 19991 1373 6.9 3882 19.4
茨城県 31672 2165 6.8 4324 13.7
栃木県 21251 1340 6.3 2335 11.0













公⽴病院が平成 27 年度から平成 28 年度に
かけ、「経営効率化」や「再編・ネットワー
99.3 99.4 99.0 98.5 99.2
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Assurance Region 法（領域制限法、以下 AR 法）





















































J までの事業体が W 種類の投入物を用いて、R
種類の産出物を生産していると想定する。ここ
で、事業体 j（j=1,…,J）の t 時点における w 番
目（w=1,…,W）の投入物の投入量を xjwt とし、
r 番目（r=1,…,R）の産出物の産出量を yjrt とす
る。さらに、t 時点の w 番目の投入物に対する
ウェイトを gwt、r 番目の産出物に対するウェ
イトを krt とする。なお、全ての w と r に対し
て、gwt ≧0、krt ≧0である。以上の記号法のも





換するため、（∑wW=₁ gwtx iwt）−1≡ z とする。ここ
で、z・gwt ≡ Gwt、z・krt ≡ Krt とすることで、
上記の最大化問題と同じ解を持つ線形計画問題
が以下のように得られる。




































ら J までの事業体が W 種類の投⼊物を⽤い
て、R 種類の産出物を⽣産していると想定






なお、全ての w と r に対して、𝑔𝑔#$≧0、𝑘𝑘&$





















≦ 1  
(j=1,…,J)  (1−2) 
𝑘𝑘&$ ≧ 0  
(r=1,…,R)  (1−3) 
𝑔𝑔#$ ≧ 0  
(w=1,…,W)  (1−4) 
 
                                                       
7 これは、いわゆる全体技術効率性（Overall Technical Efficiency）と⼀致する。例えば、これが 0.8 だとすれば、投⼊
物を等しく 0.8 倍に縮減すれば効率化でき とを意味する。 
ここで、この⾮線形問題を線形計画問題
に変換するため、 𝑔𝑔#$ ∙ 𝑥𝑥B#$C#DE
FE≡zとす






𝐾𝐾&$𝑦𝑦B&$N&DE    (2−1) 
s ∙ t	 𝐾𝐾&$𝑦𝑦"&$N&DE − 𝐺𝐺
#$𝑥𝑥"#$C#DE ≦ 0  
(j=1,…,J)  (2−2) 
KQR ≧ 0  
(r=1,…,R)  (2−3) 
 GTR ≧ 0  
(w=1,…,W)   (2−4) 
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７ これは、いわゆる全体技術効率性（Overall Technical Efficiency）と一致する。例えば、これが0.8だとすれば、
投入物を等しく0.8倍に縮減すれば効率化できることを意味する。





を追加した Assurance Region 法（以下、AR
法）を⽤いている。8 
 
3. AR 法の意義と代替的な制約条件 






















ｔ  （w=2,…,W） (2−7) 
ただし、ut1r は t 期の 1 番⽬の産出物のウ
ェイトに対する、ｒ番⽬の産出物のウェイ
トの⽐率の上限値であり、ℓt1r は下限値で












                                                       
8 Thompson et al.(1990)では、AR 法（DEA）の経済理論との対応関係を説明している。 






































𝑥𝑥𝑗𝑗𝑤𝑤𝑡𝑡["DE  （w=2,…,W）(2−9) 
 
つまり、ut1r は r 番⽬の産出物の平均値に
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8 Thompson et al.(1990)では、AR 法（DEA）の経済理論との対応関係を説明している。 
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3.2 AR 法のウェイト制約の再検討 
3.1 節を通じて、⼤きく２つの疑問が残る。 







                                                       









き、それを実現する最⼩の M（⼩数第 2 位
まで考慮）を⽤いることとする。本稿では、
AR 法により、2015 年度から 2018 年度ま
での 4 年間にわたる各公⽴病院の経営効率
性の変化の計測を基本としていることから、
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いて、平成 27 年度から平成 30 年度までの
経営効率性の平均値と、その間の変化を⻘













平均値 0.856 0.848 0.830 0.824
中央値 0.886 0.860 0.848 0.838
標準偏差 0.119 0.115 0.122 0.129
最⼤値 1.000 1.000 0.985 1.000
最⼩値 0.611 0.589 0.509 0.506

































                                                       















平均値 0.856 0.848 0.830 0.824
中央値 0.886 0.860 0.848 0.838
標準偏差 0.119 0.115 0.122 0.129
最大値 1.000 1.000 0.985 1.000
最小値 0.611 0.589 0.509 0.506
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平均値 0.909 0.919 0.906 0.909
中央値 0.909 0.919 0.906 0.909
標準偏差 0.008 0.051 0.014 0.000
最⼤値 0.917 0.970 0.920 0.910
最⼩値 0.858 0.867 0.892 0.909
サンプル数 2 2 2 2
⻄北五地域保健医療圏：0.858（4年間の平均値）
平均値 0.876 0.866 0.846 0.844
中央値 0.852 0.860 0.871 0.884
標準偏差 0.093 0.080 0.085 0.069
最⼤値 1.000 0.967 0.935 0.902
最⼩値 0.777 0.771 0.732 0.748
サンプル数 3 3 3 3
上⼗三地域保健医療圏：0.857（4年間の平均値）
平均値 0.858 0.864 0.859 0.847
中央値 0.870 0.884 0.867 0.860
標準偏差 0.083 0.077 0.099 0.114
最⼤値 0.961 0.945 0.985 0.982
最⼩値 0.731 0.743 0.714 0.686
サンプル数 4 4 4 4
⼋⼾地域保健医療圏：0.845（4年間の平均値）
平均値 0.859 0.838 0.849 0.835
中央値 0.886 0.841 0.825 0.801
標準偏差 0.102 0.080 0.064 0.073
最⼤値 1.000 0.973 0.971 0.975
最⼩値 0.689 0.752 0.799 0.774
サンプル数 5 5 5 5
津軽地域保健医療圏：0.841（4年間の平均値）
平均値 0.881 0.856 0.812 0.817
中央値 0.953 0.910 0.866 0.844
標準偏差 0.153 0.156 0.158 0.167
最⼤値 1.000 1.000 0.958 1.000
最⼩値 0.618 0.603 0.559 0.579
サンプル数 4 4 4 4
⻘森地域保健医療圏：0.779（4年間の平均値）
平均値 0.799 0.799 0.763 0.755
中央値 0.735 0.781 0.788 0.773
標準偏差 0.141 0.143 0.155 0.164
最⼤値 0.986 1.000 0.961 0.975
最⼩値 0.611 0.589 0.509 0.506
サンプル数 5 5 5 5
データ出所：総務省「地⽅公営企業年鑑」（各年版）  
表 2 の平均値で⾒る限り、⻘森県内公⽴
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平均値 0.858 0.864 0.859 0.847
中央値 0.870 0.884 0.867 0.860
標準偏差 0.083 0.077 0.099 0.114
最⼤値 0.961 0.945 0.985 0.982
最⼩値 0.731 0.743 0.714 0.686
サンプル数 4 4 4 4
⼋⼾地域保健医療圏：0.845（4年間の平均値）
平均値 0.859 0.838 0.849 0.835
中央値 0.886 0.841 0.825 0.801
標準偏差 0.102 0.080 0.064 0.073
最⼤値 1.000 0.973 0.971 0.975
最⼩値 0.689 0.752 0.799 0.774
サンプル数 5 5 5 5
津軽地域保健医療圏：0.841（4年間の平均値）
平均値 0.881 0.856 0.812 0.817
中央値 0.953 0.910 0.866 0.844
標準偏差 0.153 0.156 0.158 0.167
最⼤値 1.000 1.000 0.958 1.000
最⼩値 0.618 0.603 0.559 0.579
サンプル数 4 4 4 4
⻘森地域保健医療圏：0.779（4年間の平均値）
平均値 0.799 0.799 0.763 0.755
中央値 0.735 0.781 0.788 0.773
標準偏差 0.141 0.143 0.155 0.164
最⼤値 0.986 1.000 0.961 0.975
最⼩値 0.611 0.589 0.509 0.506
サンプル数 5 5 5 5
データ出所：総務省「地⽅公営企業年鑑」（各年版）  
表 2 の平均値で⾒る限り、⻘森県内公⽴
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表 4 において、影付きの 4 つの病院は、
病床数の削減と同時に、経営効率性が上昇
しており、津軽地域では 3 つの病院、⻘森
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森県内の 10 公⽴病院のうち、平内中央病院、 
板柳中央病院、五⼾総合病院の 3 病院では、









本稿では平成 27 年度から平成 30 年度ま
での⻘森県内の 23 の公⽴病院を分析対象
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